
ＩＣＴ活用工事（舗装工）（島根県版）の手引き

発注者（監督職員、検査職員）や工事受注者（現場代理人、管理技術者）が実務で参考となる
部分を纏めたものです。
ご不明な点は、以下の要領を参考願います。

・ 地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案）
・ 地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案）
・ ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝ等光波方式を用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案）
・ ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝ等光波方式を用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案）
・ ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝ（ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案）
・ ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝ（ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案）
・ 地上移動体搭載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案）
・ 地上移動体搭載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案）
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１．発注段階（「概要編」参照）

２．機器・ソフトウェア等の選定

・機器、ソフトウェアの選定、調達

１．ＩＣＴ活用工事（舗装工）（島根県版）の流れ （１/５）

３．ＩＣＴ活用工事（舗装工）（島根県版）の手続き

ＩＣＴ活用工事（舗装工）（島根県版）の対象工事

・設計図書の３次元化の指示の了解

受注者 発注者

監督事項
・設計図書の３次元化の指示

監督事項
・ＩＣＴ施工希望の受理・指示

・ICT施工を希望する旨の提案・協議
（ICT活用計画書の提出）

機器・ソフトウェア等
の準備段階

ＩＣＴ活用工事に係
る手続き段階

発注段階

・設計図書等の準備
・積算

・設計図書等の貸与

発注者事項

・３次元起工測量経費、３次元設計データ作成
経費の見積り提出依頼

・３次元起工測量経費、３次元設計データ作成経
費の見積り提出
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※施工計画書に使用機器、ソフトウェアに
ついて記述すること



５．工事基準点の設置

４．施工計画書（起工測量）

ＩＣＴ活用工事（舗装工）（島根県版）の流れ （２/５）

ＩＣＴ活用工事（舗装工）（島根県版）の対象工事

受注者 発注者

起工測量段階

監督事項
・ｱﾝｹｰﾄ調査の指示

・ｱﾝｹｰﾄ調査の指示の了解

・基準点等の指示の了解
監督事項
・基準点等の指示

・精度確認試験結果報告書の作成
監督事項
・精度確認試験結果報告書の受理・確認

・施工計画書（起工測量編）の作成
監督事項
・施工計画書（起工測量編）の受理・確認

ＩＣＴ活用工事に係る
手続き段階

・具体の工事内容及び対象範囲の協議
監督事項
・具体の工事内容及び対象範囲の受理・確認

５．工事基準点の設置
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・工事基準点の設置

（TLS、TS（ノンプリ）、地上移動体搭載型LSによる起工測量の場合）



ＩＣＴ活用工事（舗装工）の流れ （３/５）

６．測量成果簿の作成

ＩＣＴ活用工事（舗装工）（島根県版）の対象工事

受注者 発注者

施工計画・準備段階

（TLS、TS（ノンプリ）、地上移動体搭載型LS出来形管理の場合）

監督事項
・精度確認試験結果報告書の受理・確認

監督事項
・測量成果簿の受理・確認
・起工測量の成果品の受理・確認

・起工測量
・測量成果簿の作成
・起工測量の成果品の作成

・精度確認試験結果報告書の作成

７．３次元設計データの作成

監督事項

・３次元設計データの作成の成果品の受理・確
認

・３次元設計データの作成
・３次元設計データの照査
・３次元設計データの作成の成果品作成

８．設計図書の照査
監督事項

・受注者による設計図書の照査状況の受理・確
認

・設計図書の照査

９．施工計画書（工事編）

・施工計画書（工事編）の作成
・設計図書の照査、起工測量結果の反映

監督事項
・施工計画書（工事編）の受理・確認

起工測量段階
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１０．施工段階

ＩＣＴ活用工事（舗装工）の流れ （４/５）

１１．出来形管理

ＩＣＴ活用工事（舗装工）（島根県版）の対象工事

・数量計算の方法の協議
・３次元設計データ＋設計数量の協議

受注者 発注者

監督事項
・出来形管理帳票の受理・確認

監督事項

・数量計算の方法の受理・確認
・３次元設計データ＋設計数量の受理・確認

出来形管理段階

・出来形計測
・出来形管理写真の撮影
・出来形管理帳票の作成

施工段階

・設計図書等の変更
・変更数量算出
・変更積算
・変更契約

変更契約処理【発注担当者】変更段階
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・部分払い用出来高計測
監督事項
・確認立会



ＩＣＴ活用工事（舗装工）の流れ （５/５）
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１２．完成段階

ＩＣＴ活用工事（舗装工）（島根県版）の対象工事

受注者 発注者

１３.検査

・書面検査
・実地検査

検査事項
・書面検査・実地検査

完成段階

監督・検査事項
・工事成績評定

監督事項
・ｱﾝｹｰﾄ調査票の受理・確認

・ｱﾝｹｰﾄ調査票の作成

検査段階

・電子成果品の作成
監督事項
・電子成果品の受理・確認

注）
ＴＬＳ出来形管理:地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案）

TS（ノンプリ）出来形管理：ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝ（ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案）
地上移動体搭載型LS出来形管理：地上移動体搭載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰを用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案）



２．機器・ソフトウェア等の選定・調達
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 機器・ソフトウェア等の選定の実施内容と解説事項

フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容

・必要な機器構成、仕様の確認

・必要な機能の取捨選択

機器構成、仕様の確認

機器・ソフトウェアの選定・調達

 各種３次元計測技術を用いた出来形管理に必要な機器・ソフトウェアは、「測量機器本体」 ・ 「点群処理ソフトウ
ェア」・「３次元設計データ作成ソフトウェア」・「３次元出来形帳票作成ソフトウェア」 ・「出来高の数量算出ソフトウ
ェア」です。

 要領・基準等に準拠した適切な機器・ソフトウェアを選定し、出来形計測精度及び機器やソフトウェア間の互換性
の確保が必要です。

 機器・ソフトウェアは測量機器販売店やリース・レンタル店、施工関連のソフトウェアメーカ等より、購入またはリ
ース・レンタルにより調達が可能です。

 各メーカによって機器・ソフトウェアの操作性・機能・コストが異なることから、事前に各メーカのカタログ、ＨＰなど
から情報収集し、または、デモ等のサービスを利用し、操作性や機能の事前確認が必要です。



２－１．機器・ソフトウェア等の選定・調達

機器構成、仕様確認時の留意点

①パソコン

②３次元設計データ作成
ソフトウェア

３次元設計データの作成
各種３次元計測技術による
起工測量及び出来形計測

出来形帳票作成

⑦出来形帳票作成
ソフトウェア

③データ記録媒体
（ＵＳＢフラッシュメモリ等）

①パソコン

ICT活用工事にかかる各種出
来形管理要領（舗装工事編）
に準拠

ICT活用工事にかかる各種出来
形管理要領（舗装工事編）に準
拠

出来形帳票作成
出来高の数量算出

⑥点群処理ソフトウェア

④TLS本体

⑧出来形の数量算出
ソフトウェア

①パソコン

ICT活用工事にかかる各種出
来形管理要領（舗装工事編）に
準拠
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④TS本体

④地上移動体
搭載型TS本体



２－１．機器・ソフトウェア等の選定・調達
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起工測量並びに出来形管理のデータの流れ

電子成果品

計測点群データ

②点群処理ソフトウェア

・点群データの合成
・点群データのフィルタリング

①レーザースキャナー本体

基準点座標

データ

出来形管理資料

出来形評価用データ
（ポイントファイル）

出来形管理データ

（設計と出来形の差）

④出来形帳票作成ソフトウェア

ＴＳ出来形管理用の基本設計データ

利用・変換しても良い。

曲線部などの補完に留意すること

③３次元設計データ作成ソフトウェア

３次元設計データ

⑤出来高算出ソフトウェア

出来形計測データ等
（ＴＩＮファイル）

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

ＴＬＳを用いた出来形管理 ＴＳ（ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を用いた出来形管理



２－１．機器・ソフトウェア等の選定・調達
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機器・ソフトウェアのタイプごとの機能（例）

※機器・ソフトウェアの機能は各メーカにより様々なため、
受注者はデモ等を利用し、詳細を確認する。

i-Construction型出来形管理対応のソフトウェア【ＴＬＳ】

下記アドレスに従来型ＵＡＶ及びTLSの対応のソフトウェアが掲載されています。
http://www.nilim.go.jp/lab/pfg/bunya/ict_dokou/document.html

この表は、ＴＬＳ対応ソフトの掲載例を示しています。

http://www.nilim.go.jp/lab/pfg/bunya/ict_dokou/document.html


フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容

・ＩＣＴ施工を希望する旨の協議の作
成

・ＩＣＴ施工希望の受理・指示

・見積り書の作成 ・３次元起工測量経費、３次元設計データ作成
経費の見積り提出依頼

・設計図書の３次元化の指示
起工測量（ＴＬＳ、その他）
３次元設計データ（３次元設計データがない場合）

・具体の工事内容及び対象範囲の協
議の作成

・具体の工事内容及び対象範囲の受理・確認

３．ＩＣＴ活用工事（舗装工）（島根県版）の手続き
 ＩＣＴ活用工事（舗装工）の手続きに係る実務内容と解説事項

 受注者は、契約後、施工計画書の提出までに、ＩＣＴ施工を希望する場合には希望する旨の書類を作成し、協議
をします。監督職員はその内容を確認します。

 契約した設計図書が３次元化していない場合は、契約後に監督職員より３次元の設計図書を作成するよう指示
をします。

 発注者から３次元起工測量経費、３次元設計データ作成経費の見積り提出を依頼し、受注者が見積り書を作成
し、提出します。発注者はその内容を確認します。

 受注者はＩＣＴ活用の具体の工事内容と対象範囲を記載した書類を作成し、協議します。監督職員はその内容を
確認します。
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ＩＣＴ施工を希望する旨の提案・協議

設計図書の３次元化の指示の了解

具体な工事内容及び対象範囲の協
議

３次元起工測量経費、３次元設計データ作
成経費の見積り提出

（施工者希望型の場合）



３．ＩＣＴ活用工事（舗装工）（島根県版）の手続き
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 ＩＣＴ活用工事（舗装工）の手続きに係る実務内容と解説事項

フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容

・アンケート調査の指示の了解 ・アンケート調査の指示アンケート調査の指示の了解

 監督職員は、ＩＣＴ活用技術についてのアンケート調査の指示を行います。



３－１．ＩＣＴ施工を希望する旨の協議
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ＩＣＴ活用計画書

• 受注者がＩＣＴ施工の意志が有る場合、契約後、施工計画書の提出までにＩＣＴ施工を希望する旨の提案・協
議をします。

• 協議には、ＩＣＴ活用計画書が添付されているので発注者・受注者間で記載内容などについて合意し結論を
得ます。

※様式はライブラリ、及び県のホームページに掲載している

※1 段階確認の場合は、（種別・細別・確認項目・確認日）等を内容欄等に記載する。

※2 材料確認の場合は、（材料名・品質規格・単位・数量）等を内容欄等に記載する。

工   事   名

処
　
理
　
・
　
回
　
答

上記について  □承諾･□協議･□提出･□報告します。□その他（　　　　　）

条
　
　
件

受
　
注
　
者

　別紙「ＩＣＴ活用計画書」のとおりＩＣＴを活用して○○工の施工を実施したいので協議します。

発
　
注
　
者

令和    　年   　月   　日

受　注　者

＜受注者担当者＞

□指示 ■協議 □通知 □承諾 □提出 □報告 □その他（　       　　　　）

令和   　年   　月   　日

発 議 事 項

発　 議　 者
氏 　 　　名

 発議年月日

主　　任
監 督 員

監 督 員
現　　場
技 術 員

令和    　年   　月   　日

現　　場
代 理 人

主　　任
（監理）

技 術 者

（内 容）

ＩＣＴ活用計画書について

上記について  □指示･□承諾･□協議･□通知･□受理します。□確認した。□その他( 　　　)

添付図　　　葉、その他添付図書

総　　括
監 督 員

工 事 打 合 簿



３－２．３次元起工測量経費等の見積り
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３次元起工測量経費等の見積り提出依頼

• 受注者は、発注者からの依頼に基づき、３次元起
工測量の経費や３次元設計データの作成経費の
見積り書を作成し提出します。発注者はその内容
を確認します。

※様式はライブラリに掲載している



３－３．設計図書の３次元化

• ＩＣＴ活用工事（舗装工）（島根県版）は、当面の間は
、測量・設計を通じて３次元のデータが整備されて
いないことから、当初設計は従来通り２次元図面で
契約します。

• 監督職員は、工事契約後に３次元起工測量及び図
面の３次元化を指示します。

• 受注者は、図面及び監督職員から貸与する、平面
線形、縦断線形、横断形状資料と各種３次元計測
技術による３次元起工測量などによって得られた３
次元地形データを使って、３次元設計データの作成
します。

• 受注者は、指示に先立ち、３次元起工測量及び３
次元設計データ作成に係る経費の見積もりを監督
職員に提示するものとします。

• 起工測量は、工事起点から工事終点及びその外縁
に線形要素の起終点がある場合は、その範囲まで
とし、横断方向は構築物と地形との接点までの範
囲とする。

15

設計図書の３次元化の指示

※様式はライブラリに掲載している

※1 段階確認の場合は、（種別・細別・確認項目・確認日）等を内容欄等に記載する。

※2 材料確認の場合は、（材料名・品質規格・単位・数量）等を内容欄等に記載する。

総　　括
監 督 員

主　　任
監 督 員

監 督 員
現　　場
技 術 員

現　　場
代 理 人

主　　任
（監理）
技 術 者

条
　
　
件

令和    　年   　月   　日

受
　
注
　
者

上記について  □承諾･□協議･□提出･□報告します。□その他（　　　　　）

令和    　年   　月   　日

　３次元起工測量の実施を指示する。
　３次元起工測量の範囲は以下の通りとする。
・工事区間の起点から工事終点及びその外縁に線形要素の起終点がある場合は、その範囲までとし、横断方
向は構築物と地形の接点までの範囲とする。

　設計図書のうち、平面線形、縦断線形、横断形状等と３次元起工測量を行って取得した３次元地形データ
を使った○○工の３次元設計データの作成を指示する。

　本指示内容は変更契約と対象とする。
　なお、○○千円を見込んでいる。

　アンケート調査を実施する場合は、これに協力すること。

添付図　　　葉、その他添付図書

処
　
理
　
・
　
回
　
答

発
　
注
　
者

上記について  □指示･□承諾･□協議･□通知･□受理します。□確認した。□その他( 　　　)

工   事   名 受　注　者

（内 容）

設計図書の３次元化について

発　 議　 者
氏 　 　　名

＜発注者担当者＞  発議年月日 令和   　年   　月   　日

発 議 事 項 ■指示 □協議 □通知 □承諾 □提出 □報告 □その他（　       　　　　）

工 事 打 合 簿



３－４．具体の工事内容及び対象範囲の協議

• 受注者は、ICT活用施工の具体の工事内容と対象
範囲を協議します。監督職員はその内容を確認し
ます。

• 具体の工事内容には、建設生産プロセスの作業内
容ごとに採用する技術の種類、技術名、使用する
技術の概要が記載されています。

• 対象範囲は、採用した技術を適用する範囲（活用
予定期間、活用予定区間・区域）が記載します。

16

具体の工事内容及び対象範囲の協議

添付書類のイメージ

ＩＣＴ舗装工の概要

・３次元測量方法
・・・・・・

・ＩＣＴ建機による施工内容
路盤工

・ＩＣＴ活用工事範囲の考え方
・・・・・

（※施工計画書レベルではない）

ＩＣＴ舗装工の範囲図

ＩＣＴ舗装工の範囲（３Ｄ施工管理）

従来施工管理範囲

※1 段階確認の場合は、（種別・細別・確認項目・確認日）等を内容欄等に記載する。

※2 材料確認の場合は、（材料名・品質規格・単位・数量）等を内容欄等に記載する。

工   事   名

処
　
理
　
・
　
回
　
答

上記について  □承諾･□協議･□提出･□報告します。□その他（　　　　　）

条
　
　
件

受
　
注
　
者

　添付資料のとおり、ＩＣＴを活用した○○工の施工に関する具体の工事内容と対象範囲を協議

します。

発
　
注
　
者

令和    　年   　月   　日

受　注　者

＜受注者担当者＞

□指示 ■協議 □通知 □承諾 □提出 □報告 □その他（　       　　　　）

令和   　年   　月   　日

発 議 事 項

発　 議　 者
氏 　 　　名

 発議年月日

主　　任
監 督 員

監 督 員
現　　場
技 術 員

令和    　年   　月   　日

現　　場
代 理 人

主　　任
（監理）
技 術 者

（内 容）

ＩＣＴ活用施工の工事内容及び施工範囲等について

上記について  □指示･□承諾･□協議･□通知･□受理します。□確認した。□その他( 　　　)

添付図　　　葉、その他添付図書

総　　括
監 督 員

工 事 打 合 簿

※様式はライブラリに掲載している



３－５．アンケート調査

 監督職員は、ICT活用技術についてのアンケート調
査の実施について指示します。

17

アンケート調査票の作成

※様式はライブラリに掲載している

アンケート調査票のイメージ

※1 段階確認の場合は、（種別・細別・確認項目・確認日）等を内容欄等に記載する。

※2 材料確認の場合は、（材料名・品質規格・単位・数量）等を内容欄等に記載する。

総　　括
監 督 員

（内 容）

ＩＣＴ活用工事の活用効果等に関する調査の実施について

上記について  □指示･□承諾･□協議･□通知･□受理します。□確認した。□その他( 　　　)

添付図　　　葉、その他添付図書

発 議 事 項

発　 議　 者
氏 　 　　名

 発議年月日

主　　任
監 督 員

監 督 員
現　　場
技 術 員

令和    　年   　月   　日

現　　場
代 理 人

主　　任
（監理）
技 術 者

受　注　者

＜発注者担当者＞

■指示 □協議 □通知 □承諾 □提出 □報告 □その他（　       　　　　）

令和   　年   　月   　日

令和    　年   　月   　日

受
　
注
　
者

　工事完了後に、別添「ＩＣＴ活用工事の活用効果等に関する調査」を記載し、提出すること。

発
　
注
　
者

工   事   名

処
　
理
　
・
　
回
　
答

上記について  □承諾･□協議･□提出･□報告します。□その他（　　　　　）

条
　
　
件

工 事 打 合 簿



４．施工計画書(起工測量編)の作成

18

 施工計画書（起工測量編）時の実施内容と解説事項

フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容

・精度確認試験結果報告書の作成 ・精度確認試験結果報告書の確認・受理

・施工計画書（起工測量編）の作成 ・施工計画書（起工測量編）の確認 ・受理

施工計画書（起工測量編）の作成

 起工測量にＴＬＳ、TS（ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）、地上移動体搭載型LSを使う場合、受注者は精度確認試験結果報告書
が提出します。監督職員はその内容を確認します。

 起工測量にＴＬＳ、TS（ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）、地上移動体搭載型LSを使う場合は、使用機器・ソフトウェア（ＬＳの計測

性能、機器構成及び利用するソフトウエア）が記載された施工計画書を受注者は提出します。監督職員はその
内容を確認します。

 施工計画書には、使用するシステムの機能および精度が要領に準拠していることを確認できる資料（メーカーカ
タログ等）を添付します。

 精度管理については、器械本体の動作やシステムに不具合が無いことを確認するために、ＴＬＳを製造するメー
カが推奨する定期点検を期限内に実施していることを示す記録を添付します。

精度確認試験結果報告書の作成

(TLS、TS(ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式)、地上移動体搭載型LSによる
起工測量の場合)



鉛直方向の測定精度：
路床表面（起工測量） 計測範囲内で±20mm 以内

下層路盤表面 計測範囲内で±10mm 以内
上層路盤表面 計測範囲内で±10mm 以内
基層・中間層表面 計測範囲内で±4mm 以内
表層表面 計測範囲内で±4mm 以内

平面方向の測定精度：
路床・下層路盤・上層路盤表面 計測範囲内で±20mm 以内

基層・中間層・表層表面計測範囲内で±10mm 以内
色データ：色データの取得が可能なことが望ましい（点群処理時に目視により

選別するために利用する）

４－１．ＴＬＳによる起工測量の場合

機器構成、仕様確認時の留意点 精度確認試験結果報告書（例）

添付する書類 ＴLS計測精度
利用前１２ヶ月以内に現場で精度確認を実施し、結
果報告書を作成し添付

ＴLS精度管理 メーカ推奨の定期点検を実施

ソフトウェア 「メーカーカタログ」または「ソフトウェア仕様書」

カタログ（例）

19

取得したデータの信頼度を
担保します

ＴＬＳを使って起工測量を行う場合は、使用機器・ソフトウェア（ＴＬＳの計測性能、機器構成及び利用するソフトウエ
ア）が記載されます。また、精度確認試験を実施して結果報告書が作成されます。監督職員は精度確認試験を計測
前１２ヶ月以内に実施していることを確認します。

 機器構成

 TLS本体

 計測精度が下記と同等以上で、適正な精度管理
が行われていることを示す書類が添付されます。

 ソフトウェア

 本出来形管理要領に対応する機能を有するソフト
ウェアであることを示すメーカカタログ或いはソフ
トウェア仕様書が、施工計画書に添付されます。

チェックポイント



鉛直方向の測定精度：
路床表面（起工測量） 計測範囲内で±20mm 以内

下層路盤表面 計測範囲内で±10mm 以内
上層路盤表面 計測範囲内で±10mm 以内
基層・中間層表面 計測範囲内で±4mm 以内
表層表面 計測範囲内で±4mm 以内

平面方向の測定精度：
路床・下層路盤・上層路盤表面 計測範囲内で±20mm 以内

基層・中間層・表層表面計測範囲内で±10mm 以内
色データ：色データの取得が可能なことが望ましい（点群処理時に目視により

選別するために利用する）

４－２．ＴＳ（ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）による起工測量の場合

機器構成、仕様確認時の留意点 精度確認試験結果報告書（例）

添付する書類 ＴLS計測精度
利用前１２ヶ月以内に現場で精度確認を実施し、結
果報告書を作成し添付

ＴLS精度管理 メーカ推奨の定期点検を実施

ソフトウェア 「メーカーカタログ」または「ソフトウェア仕様書」

カタログ（例）

20

取得したデータの信頼度を
担保します

ＴＳ（ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）を使って起工測量を行う場合は、使用機器・ソフトウェア（TSの計測性能、機器構成及び利用
するソフトウエア）が記載されます。また、精度確認試験を実施して結果報告書が作成されます。監督職員は精度確
認試験を計測前１２ヶ月以内に実施していることを確認します。

 機器構成

 TS本体

 計測精度が下記と同等以上で、適正な精度管理
が行われていることを示す書類が添付されます。

 ソフトウェア

 本出来形管理要領に対応する機能を有するソフト
ウェアであることを示すメーカカタログ或いはソフ
トウェア仕様書が、施工計画書に添付されます。

チェックポイント



５．工事基準点の設置

21

 工事基準点設置時の実施内容と解説事項

フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容

・基準点等の指示

・既設の基準点の検測
・工事基準点の設置
・標定点・検証点の設置

工事基準点の設置

 ＴLS等の３次元計測技術を用いた出来形管理では、工事基準点の３次元座標値から幅、長さ等を算出するため
、出来形計測の精度を確保のため工事基準点の精度確保が重要です。

 出来形計測が効率的に計測できる位置にＴＬＳ等が設置可能なように工事基準点を複数設置しておくことが有効
です。

 標定点を計測する場合は、基準点からＴＳまでの距離、評定点からＴＳまでの計測距離（斜距離）について、３級
ＴＳを利用する場合は１００ｍ以内（２級TSは１５０ｍ以内）と制限されています。



ＴＬＳによる出来形管理で利用するＴＳ（２級ＴＳか３級ＴＳ）を確認して、工事基準点を配置する。
・ＴＬＳ本体にＴＳと同様にターゲット計測による後方交会法による位置決め機能を有している場合は、標定点を
設置せず計測できます。この場合、ターゲットは基準点あるいは工事基準点上に設置します。 22

５－１．ＴＬＳによる出来形管理を行う場合

工事基準点の設置時の留意点

・ＴLSによる出来形管理では、出来形精度を確保するため、次の斜距離が３級TSを用いる場合で１００ｍ以内、２級
TSを用いる場合で１５０ｍ以内でなければならない。
（1） TSの設置位置から工事基準点までの距離（TS設置時）
（2） TSの設置位置から標定点までの距離

工事基準点

適切でない工事
基準点例☓

工事基準点から計測点まで
100m以内とする
(3級TSの場合）

作業用車輌等の通過を妨
げない位置に工事基準点
を設置する

工事基準点

工事基準点

☓

測量標は、位置や高さが変動し
ないように適切に設置

標定点

標定点

標定点

工事基準点

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

※ ＴＬＳは、機種により、計測可能距離が、
１００ｍ～１０００ｍまで差があります。

※ 標定点は、複数回の計測結果を合成す
る際に標定点が必要な場合に用います。

※ 後方交会法による位置決め機能を有す
る場合には、標定点は不要です。ターゲ
ットは、工事基準点に設置します。



６．測量成果簿の作成

23

 測量成果簿時の作成の実施内容と解説事項

フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容

・現況地盤の確認現況地盤の確認
（各種３次元計測技術による起工測量）

・施工量の算出
・３次元起工測量の成果品の作成

・測量成果簿の受理・確認
工事基準点の精度管理状況の確認
工事基準点の配置状況の確認

・起工測量の成果品の受理・確認

・精度確認試験結果報告書の作成 ・精度確認試験結果報告書の受理・確認

精度確認試験結果報告書の作成

 受注者は工事基準点の測量、設置に係わる資料（測量成果と配置状況）が提出します。監督職員はその
内容を確認します。

 受注者は３次元起工測量の成果品が提出します。監督職員はその内容を確認します。

 受注者は精度確認試験結果報告書を作成し、提出します。監督職員はその内容を確認します。

起工測量
測量成果簿の作成
起工測量の成果品の作成

（事前測量の場合）
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６－１．起工測量

面的な地形測量時の留意点

面的な地形測量の計測データ作成時の留意点

設計照査のために施工前の地盤の地形測量を実施する。
起工測量時の測定精度は、２０㎜以内とし、計測密度は０．２５m２（５０㎝×５０㎝メッシュ）あたり１点以上。

ＴＬＳで計測した現況地形の計測点群データから不要な点を削除し、ＴＩＮで表現される起工測量計測データを作成
する。

・標定点を設置する場合は、４級基準点及び３級水準点（山間部では４級水準点相当）と同等の
測量方法により計測する。

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

着工前の現場形状を把握するための起工測量を面的な地形計測が可能なＴＬＳ等の３次元計測技術
を用いて実施。

面的なデータを使用した設計照査を実施する際は、当該工事の設計形状を示す３次元設計データに
ついて、受注者と監督職員とが協議を行い、設計図書として位置付ける。

・計測した点群座標の不要点削除が終了した計測点群データを対象にＴＩＮを配置し、起工測量
計測データを作成する。

・自動でＴＩＮを配置した場合に、現場の地形と異なる場合は、ＴＩＮの結合方法を手動で変更して
もよい。

・管理断面間隔より狭い範囲において、点群座標が存在しない場合は、数量算出において平均
断面法と同等の計算結果が得られるようにＴＩＮで補間してもよい。

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ



６－１．起工測量 （TLSによる起工測量の場合）

25

ＴＬＳ設置時の留意点

 出来形計測点を効率的に取得できる位置にＴＬＳを設置します。

 ＴＬＳのレーザーと被計測対象物が、できるだけ正対した位置関係になるように設置します。

 ＴＬＳは、急傾斜地や軟弱地を避け、振動のない地盤上に設置します。

実証実験結果では・・・
２００ｍで入射角が１０度の場合、水平精度±２０㎜、高さでは±５０㎜程度の精度の低下が見られる。
⇒入射角が小さくなる場合は、TLSの設置位置を高くする、TLSの位置を変更するなどの配慮が必要です。

計測面

入射角

・計測対象範囲に対して正対して計測できる位置を選定します。
・計測範囲に対して、ＴＬＳの入射角が著しく低下する場合や、１回の計測で不可視となる範囲が
ある場合は、不可視箇所等を補間できる計測位置を選定します。

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ



・ＴＬＳによる計測結果を３次元座標へ変換、あるいは複数回の計測結果を標定点を用いて合成
する場合は、標定点を設置します。

・標定点は、工事基準点からＴＳを用いて計測を行います。

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

６－１．起工測量 （TLSによる起工測量の場合）
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標定点の設置・計測時の留意点

 標定点は、計測対象箇所の最外周部に４箇所以上配置します。
 ＴＳから基準点および標定点までの距離に応じて、以下の関係とします。

⇒３級TSの場合 ： １００ｍ以下
⇒２級TSの場合 ： １５０ｍ以下

 ＴＬＳ本体にＴＳと同様にターゲット計測による後方交会法による位置決め機能を有している場合は、標定点を設
置せず計測ができます。

TSを使った後方交会法による位置決めの例



６－１．起工測量 （TLSによる起工測量の場合）
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出来形計測時の留意点

①計測密度設定の留意点
 ＴＬＳと計測対象範囲の位置関係を事前に確認し、最も入射角が低下する箇所で設定します。
 必要に応じてＴＬＳの位置を変えるなど、データ処理を含めた作業全体の効率化に留意します。

②測定時の留意点
 可能な限り地形面が露出している状況で計測します。
 以下の条件では適正な計測が行えないので、十分に注意します。

雨や霧、雪などレーザーが乱反射してしまう様な気象
計測対象範囲とレーザー光の入射角が極端に低下する場合
強風などで土埃などが大量に舞っている場合
草や木などで地面が覆われている場所

 ＴＬＳ計測で利用するレーザークラスに応じた使用上の対策を講じるとともに、安全性に十分考慮します。

・起工測量にあたっては、計測対象範囲内で０．２５ｍ２（０．５ｍ×０．５ｍメッシュ）に１点以上の
計測点が得られる設定で計測を行います。

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ
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○実施項目
受注者は計測点群データを元に、点群処理ソフトを用いて以下の不要点を削除し、TINで表現される起工測量

計測データを作成する。
①対象範囲外のデータ削除（フィルタリング）

◆被計測対象物以外の構造物データを削除する。
◆除去する３次元座標はその後の作業に影響するため注意が必要。

②点群密度の変更（データの間引き）
◆計測密度0.25m2(50㎝×50㎝メッシュ)あたり１点以上を限度に

点群密度を減らしても良い。

点群処理データソフトにより自動でＴＩＮを配置した時、現場の地形
と異なる場合は、ＴＩＮの結合方法を手動で変更しても良い。※１

管理断面間隔より狭い範囲において、点群座標が存在しない場合は、ＴＩＮで補完しても良い。※２

起工測量計測データの作成

ＴＩＮデータ

６－２．測量成果簿の作成

・※1：点群～しても良い。とは？
→例えば四角形の対角線を繋いで四角形の中に三角形を２つ作る場合（〼←この様にＴＩＮを

作る場合）、どの対角線を繋ぐかによって２通りの方法がある。自動でＴＩＮ作成したものが、
現地の地形を現していない場合は手作業によってＴＩＮを作り直すことも可能という意味。

・※２：管理～しても良い。とは？
→例えば重機などのシルエットをフィルタリングして点群データを削除した場合、穴が開いた状

態では不都合であるため、回りのＴＩＮから補完すること。

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ



６－３．起工測量の成果品の作成
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◆成果品は、以下の構成で作成されて提出されます。
 各３次元計測技術による起工測量計測データ（LandXML等のオリジナルデータ（TIN））
 各３次元計測技術による計測点群データ（CSV,LandXML等のポイントファイル）
 工事基準点及び標定点データ（CSV, LandXML等のポイントファイル）

（標定点データは、TLS・TS（ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）・地上移動体型TSの場合）
 各３次元計測技術による起工測量の状況写真
 工事基準点及び標定点を表した網図

（標定点は、TLS・TS（ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）・地上移動体型TSの場合）
 その他資料（例：使用機器の利用状況写真）等

各３次元計測技術による起工測量の成果品

・監督職員の把握内容
工事基準点のみならず、標定点が指示した基準点あるいは工事基準点を元にして設置した
ものであることを確認する。

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ
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事前の精度確認ﾙｰﾙを規定

検査面とした1m2内で100点以上を計測TLS

1m2

1m2

検査面の中央点あるいは
４隅を計測真値

【鉛直方向】
・路床表面 ±20㎜以内
・下層～上層路盤表面 ±10㎜以内
・基層～表層表面 ±4㎜以内

【平面方向】
・路床～上層路盤表面 ±20㎜以内
・基層～表層表面 ±10㎜以内

ＴＬＳの精度確認試験実施手順書 （案）【抜粋】

１． 実施時期
暫定案として利用前１２ヶ月以内に精度確認試験を実施

２． 実施方法
【鉛直方向】
１ｍ２以下の検査面に点群密度１００点以上の平均と真
値との比較
【平面方向】
最大計測距離以上の２カ所以上の既知点を計測

３．検査面の検測
【鉛直方向】
検査面中心をレベル計測 or 検査面の４隅をTS（平面
方向）とレベル（鉛直方向）で計測し４隅の高さの平均値
もしくは内挿補完等により高さを求める方法で実施。
【平面方向】
検査点（基準点）をTSあるいはテープで計測

測定精度

※ＩＣＴ土工と同じ方法

※ＩＣＴ土工と同じ方法

６－４．精度確認試験の実施・結果の提出



◆高さ方向については、１ｍ２以下の検査面を現場に
設置し、ＴＳ等で計測した検査面の高さを比較する精度
確認試験を行う。

◆平面方向については、実際に利用する機器の計測最
大距離以上の範囲に既知点を２箇所（１０ｍ以上離れ
た箇所）以上に配置し、既知点の距離とＴＬＳによる計
測結果から求められる点間距離を比較する。

◆高さ方向の計測性能は、利用する機器の特徴を十分に把握した上で、点群密度が
１００点以上得られ、かつＴＬＳで計測を行う。最大距離付近１箇所に１ｍ２以下の検査
面を設置する。

・計測用の標準反射板などは設置せず、検査面が露出した状態で計測する。
・測定精度の確認は、検査面の高さとＴＬＳを用いて計測した結果から得られる高さを比較

し精度以内であることを確認する。
・検査面の高さは、検査面の中心をレベルで計測し高さを求める方法や、検査面の４隅を

ＴＳまたはレベルで計測し、４隅の高さの平均値や内挿補完等により高さを求める方法
（高さはレベルにて計測）で実施する。

・検査面は、勾配変化の少ない平坦な箇所を選定し設置すること。

６－４．精度確認試験の実施・結果の提出

31

精度確認試験の留意点

ＴＬＳによる出来形管理を行う場合

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

精度確認試験の配置イメージ図



７．３次元設計データの作成時の実務内容

32

 ３次元設計データの作成時の実施内容と解説事項

フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容

・３次元設計データの作成

・３次元設計データの照査

・３次元設計データの作成の成果品作成 ・３次元設計データの作成の成果品の状況の
受理・確認

・３次元設計データによる指示

３次元設計データの照査

 受注者は、３次元設計データ作成ソフトウェアを用いて、設計図書・基準点設置結果及び３次元起工測量に基づ
き３次元設計データの作成及び照査をします。監督職員は受注者が照査を実施していることを確認します。

 ３次元設計データの作成範囲は、工事起点から工事終点及びその外縁に線形要素の起終点がある場合は、そ
の範囲までとし、横断方向は構築物と地形との接点までの範囲とする。設計照査段階で取得した現況地形が発
注図に含まれる現況地形と異なる場合、及び余盛り等を実施する場合については、監督職員との協議を行い、
その結果を ３次元設計データの作成に反映させる。

 準備資料の記載内容に３次元設計データの作成において不足等がある場合は、監督職員に報告し資料提供を
依頼する。また、隣接する他工事との調整も必要に応じて行うこと。

 監督職員は、３次元設計データを契約図書に位置付けるため、受注者より提出されたデータにより施工するよう
指示する。

３次元設計データの作成
または修正

３次元設計データの作成の成果品
作成

３次元設計データによる指示



７－１．３次元設計データの作成

３次元設計データの作成

33

１） 準備資料
設計図書の平面図、縦断図、横断図等と線形計算書等。

３次元設計データの作成において不足等がある場合は、監督職員に報告し資料提供を依頼する。また、隣接する他工事との調整
も必要に応じて行う。

◆受注者は、発注者から貸与された設計図書（平面図、縦断図、横断図等）や線形計算書等を基に３次元設計デー
タを作成する。

２） ３次元設計データの作成範囲
工事起点から工事終点及びその外縁に線形要素の起終点がある場合は、その範囲までとし、横断方向は構築物と地形との接点

までの範囲。

３） 地形情報
ＴＬＳ等による起工測量結果を３次元設計データ作成ソフトウェアに読み込み、作成した３次元設計データと重畳し比較した上で、発

注図に含まれる現況地形と異なる場合については、監督職員との協議を行い、その結果を３次元設計データの作成に反映させる。

４） ３次元設計データの要素データ作成
・３次元設計データの作成

設計図書（平面図、縦断図、横断図）と線形計算書に示される情報から幾何形状の要素（要素の始点や終点の座標・半径・クロソ
イドパラメータ・縦断曲線長、横断形状等）を読み取って、作成。
・出来形横断面形状の作成

ＴＬＳによる計測を実施する範囲で全ての管理断面及び断面変化点（拡幅などの開始・終了断面）について作成。

５） ３次元設計データ（ＴＩＮ）の作成
入力した要素データを基に計測対象面の面的な３次元設計データ（ＴＩＮ）を作成。
ＴＩＮは３角の平面の集合体であるため、曲線部では管理断面の間を細かい断面に分割して３次元設計データ化する必要がある。
線形の曲線区間においては、必要に応じて横断形状を作成した後 にＴＩＮを設定する（例えば、間隔５ｍ毎の横断形状を作成した

後にＴＩＮを設定する）。



７－１．３次元設計データの作成

３次元設計データの作成

６） 目標高さの設定について
標高較差で出来形管理を行う場合、目標高さが設計図を元に作成した各層の高さと異なる場合は、施工前に作成した３次元設計

面に対する高さ（設計図を元に計算される高さ）からのオフセットにより目標高さを設定する。

目標高さ（下図①）は、直下層の目標高さ（下図②）に直下層の出来形を踏まえて、設計厚さ以上の高さ（下図③）を加えて定めた
計測対象面の高さ。

・３次元設計データの作成範囲が設計照査段階で取得した現況地形が発注図に含まれる現況地形と異なる場
合、及び余盛り等を実施する場合については、監督職員との協議を行い、その結果を ３次元設計データの作
成に反映させる。
・地形情報ＴＬＳ等による起工測量結果を３次元設計データ作成ソフトウェアに読み込み、作成した３次元設計
データと重畳し比較した上で、発注図に含まれる現況地形と異なる場合については、監督職員との協議を行い、
その結果を３次元設計データの作成に反映させる。
・３次元設計データは、設計図書を基に作成したデータが出来形の良否判定の基準となる事から、当該工事の
設計形状を示すデータについて、監督職員の承諾なしに変更・ 修正を加えてはならない。
・オフセット高さについては、監督職員に協議を行い設定すること（工事打合せ簿）。

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

※オフセット高さとは、設計図書を元に作成した３

次元形状に対して、出来形管理基準及び規格値の
範囲内での施工誤差を考慮した場合の各層におけ
る施工前に作成した３次元設計面に対する高さとの
差のことである。

34



◆道路中心線形データが詳細設計等で納品されている場合について
・３次元設計データ作成ソフトウェアは道路中心線形データの読み込みが可能です。
・道路中心線形データを読み込む場合、平面線形入力作業および縦断線形入力作業の簡略化が可能です。

７－１．３次元設計データの作成
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３次元設計データの作成手順とデータイメージ 【３次元設計データ作成時に準備する資料】
●測量結果サンプル（基準点網図）
●平面図
●縦断図
●横断図

②工事基準点入力

③平面線形入力
（測点座標、曲線要素）

④縦断線形入力
（勾配変化点要素）

⑤横断面形状入力
（横断面要素） ※作成方法の詳細は、次ページ以降を参照してください。

縦断線形
縦断曲線長VCL

縦断変化点座標

円曲線

IP EP座標

直線緩和曲線
（クロソイド）

緩和曲線
（クロソイド）

直線

BP座標平面線形

道路中心線
（又は堤防法線）

横断面形状

要素高

勾配(%)
勾配
(1:x)

道路幅

①座標系入力

３次元設計データの照査

３次元設計データイメージ

参考



７－１．３次元設計データの作成

起工測量成果の取込イメージ

 ３次元起工測量で取得した地形データを取込ます。
 横断図を参照し、地表面の位置似合わせて横断面形状

（幅、基準高、法長）を調整します。 道路中心線
（又は堤防法線）

出来形横断面形状

要素高

勾配(%)

勾配(1:x)

道路幅

要素高

勾配(1:x)

地形データ

36

◆施工要素データの入力支援機能

３次元設計データ作成ソフトによっては、入力を簡素化する以下の機能を
有するものもある。

・線形データ（SIMAデータ）の取込機能
SIMAデータがあれば座標を手入力する必要はない

・CAD図面の取込機能
既に座標データを持っている２次元CADデータを読み込めば、図面を構成している線種や点をマウス操作で認識させるこ
とにより読み込みが可能

◆補完断面
従来の２次元設計図では、測点（20mピッチ）毎に横断図（管理断面）があったが、３次元設計データ作成ソフトでは、管理断

面以外に断面変化点等に対して、出来形横断面形状を作成する。

管理断面以外で作成が必要な断面変化点（道路の例）
◇道路の幅員、横断勾配の変化点

曲線区間については、Rの大きさや法面の長さによって、間隔を考慮の上で、補完断面を追加挿入する必要がある。

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ



７－１．３次元設計データの作成
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設計図面（平面図・縦断図・横断図）の取り込みイメージ

２次元ＣＡＤ図面

３次元設計データ作成ソフトウェ
ア（ＣＡＤ図面の取込み機能有り）

縦断図サンプル
入力画面サンプル

縦断曲長VCLをク
リック

縦断曲線長VCL
を自動入力

読込

入力

・ＣＡＤ図面の取込機能を有する３次元設計データ作成ソフトウェアを用いる場合、設計データの作成作業が省力化されます。

ＣＡＤ図面取込機能を利用した３次元設計データの作成参考



７－２．３次元設計データの照査
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３次元設計データの照査イメージ

 受注者は、設計図書と３次元設計データとを照合し
、設計図書の不備および入力ミス等がないかを確認
します。監督職員は受注者がチェックしていることを
確認します。

 ＴＬＳ等による出来形管理では、３次元設計データに
不備があると、出来形計測値の精度管理ができなく
なります。

 確認項目は３次元設計データチェックシートによる。

 照合結果は、チェックシート及び照査結果資料（道
路工事においては線形計算書、河川工事において
は法線の中心点座標リスト、その他共通の資料とし
て平面図、縦断図、横断図のチェック入り）に記載。

 受注者は、３次元設計データと設計図書との照合
のための資料を整備・保管するとともに、監督職員
から３次元設計データのチェックシートを確認するた
めの資料請求があった場合は、提示する。

 設計変更等で設計図書に変更が生じた場合は、３
次元設計データを変更し、確認資料を作成する。

比較

紙図面・２次元CADデータ上
で記載内容を目視確認

３次元設計データ作成ソ
フトウェア上で入力データ
を目視確認

チェック入り図面 チェックシート

チェック部分

データの整
合性を確認

３次元設計データと２次元ＣＡＤデータとの各デー
タに相違がないことを確認したチェックシートが監
督職員へ提出されるので○の記載があることを
確認します。



７－２．３次元設計データの照査
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工事基準点は、事前に監督職員に提出してい
る工事基準点の測量結果と対比し、確認します。

平面図及び線形計算書と対比し、確認します。

縦断図と対比し、確認します。

・ソフトウェア画面と対比し、設計図書の管理項
目の箇所と寸法にチェックを記入します。
・３次元設計データから横断図を作成し、設計
図書と重ね合わせて確認します。

・３次元設計データの入力要素と３次元設計
データ（ＴＩＮ）を重畳し、同一性が確認可能な３
次元表示した図を提出します。

３次元設計データチェックシートの提出の留意点 受注者が実施します

３次元設計データと設計図書の照合に用いた
資料は整備・保管し、監督職員から資料請求が
あった場合には、速やかに提示します。

監督職員は「○」が付記されて
いること確認します



７－２．３次元設計データの照査
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工事基準点リスト（チェック入り）

平面線形は、線形の起終点、各測
点及び変化点（線形主要点）の平
面座標と曲線要素について、平面
図及び線形計算書と対比し、確認
する。

工事基準点は、名称、座
標を事前に監督職員に提
出している工事基準点の
測量結果と対比し、確認
する。

線形計算書（チェック入り）

平面図（チェック入り）
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７－２．３次元設計データの照査

・３次元設計データ作成ソフトには、入力結果を立体視することが可能（ビ
ューワ機能）となっています。

・このため、本機能を活用することにより３次元設計データが正しく入力さ
れているか確認が可能です。

・なお、３次元設計データ作成ソフトメーカーからは、無償ビューワー付ファ
イルを作成するソフトが販売されています。

縦断図（チェック入り）

横断図（重ね合わせ機能の利用）

横断図（チェック入り）

３次元ﾋﾞｭｰ（ｿﾌﾄｳｪｱによる標示あるいは印刷物）

縦断線形は、線形の起終点、各測点及び
変化点の標高と曲線要素について、縦断
図と対比し、 確認する。

・出来形横断面形状は、出来形管理項目の幅（小段幅も含む）、基準高、
法長を対比し、確認する。

・設計図書に含まれる全ての横断図について対比を行う。

・確認方法は、ソフトウェア画面上で対比し、設計図書の寸法記載箇所に
チェックを記入する方法や、３次元設計データから横断図を作成し、設計
図書と重ね合わせて確認する方法等を用いて実施する。



８．設計図書の照査
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 設計図書の照査時の実施内容と解説事項

フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容

・設計図面（線形計算書・平面図・縦断図・横
断図）の貸与

・３次元設計データの貸与

※３次元設計データを発注者から提供する
場合のみ

・従来の設計図書の照査
・当該工事現場の仕上がり計上の確定
・当該工事現場の出来形管理箇所の確定

・受注者による設計図書の照査状況の受理・
確認

設計図書等の照査

 受注者は照査に必要な設計図書を入手し、設計図書に不備や不整合が無いことを照査します。

 また、受注者は作成した３次元設計データから横断図を作成し、設計図書と重ね合わせて、工事現場の形状が
一致していることを照査します。

 監督職員は、その照査の実施内容を確認します。



８．設計図書の照査

３次元設計データから横断図を作成し照査するイメージ

データ重ね合わせによる横断図の確認イメージ（例）
作成したデータと図面の
形状を重ねて照査します

 ３次元設計データから横断図を作成し、設計図書と重ね合わせて照査します。

 現地盤線の横断形状が一致しているか？

 工事で構築する横断形状が一致しているか？

・詳細な３次元データ（現況地形）を反映することで、設計照査の精度向上や不具合や手戻り防
止につながります。

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ
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９．施工計画書（工事編）の作成
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 施工計画書（工事編）の作成の実施内容と解説事項

フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容

・施工計画書（工事編）の作成
・設計図書の照査、起工測量結果の反映

・施工計画書（工事編）の受理・確認施工計画書（工事編）の作成

 ＴＬＳによる出来形管理では、施工計画書に適用工種、出来形計測箇所、出来形管理基準及び規格値・出来形
写真管理基準が記載されています。監督職員はその内容を確認します。

 施工計画書には、使用するシステムの機能および精度が要領に準拠していることが確認できる資料（メーカパン
フレット等）が添付されます。



９－１．施工計画書（工事編）の作成
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施工計画書（工事編）への記載事項

 適用工種、出来形計測箇所、出来形管理基準及び規格値・出来形写真管理基準を記載します。

 利用するＴＬＳソフトウェア等を記載します。

 ＴＬＳによる出来形管理の選定の際に確認した以下の資料等を添付します。
・ソフトウェアの有する機能が記載されたメーカパンフレット等
・ＴＬＳの精度を適正に管理していることを証明する検定書あるいは校正証明書

※施工計画書の記載例を県ＨＰに掲載



１０.施工段階
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 施工段階の実施内容と解説事項

フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容

・部分払い用出来高計測 ・確認立会

 ＩＣＴ建設機械により施工し、必要に応じて、部分払い用出来高計測を行います。

ＩＣＴ建設機械により施工



１１．出来形管理
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 出来形管理時の実施内容と解説事項

 受注者は、出来形計測箇所を各種３次元計測技術によって出来形管理を行い、出来形管理帳票を作成し、提出
します。監督職員はその内容を確認します。

フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容

・施工管理３次元データのＩＣＴ建機への搭載
・各種３次元計測技術による出来形計測
・データ処理

・出来形管理写真の撮影

・出来形管理帳票の作成 ・出来形管理帳票の受理・確認

・数量計算の方法の協議 ・数量計算の方法の受理・確認

・３次元設計データ及び設計数量の協議 ・３次元設計データ及び設計数量の受理・確
認

出来形管理写真の撮影

出来形計測

出来形管理帳票の作成

数量計算の方法の協議

３次元設計データ及び設計数量
の協議
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計測ﾙｰﾙの規定 ４－３ ＴＬＳによる出来形計測

（中略）
3) ＴＬＳ計測の実施

出来形計測は、計測対象範囲内で100㎝2（10㎝×10㎝メッシ
ュ）あたり1点以上の計測点が得られる設定で計測を行う。また
、１回の計測距離は、２－２で実施した精度確認の距離範囲内
とする。（ただしＴＬＳ直下の欠測は許容する。）

 事前の精度確認で精度が担保される距
離以内での計測（ただしTLS直下の欠落
は許容する。）

２－３ 点群処理ソフトウェア
【解説】
③グリッドデータ化
出来形評価用データとしては、計測対象面について1m2（
1m×1mの平面正方形）以内のグリッドを設定し、グリッドの中央あ
るいは格子点に評価点（x,y）を設置する。評価点の標高値は、評
価点を中心とする1m2以内の実計測点と設計面との差の最頻値ま
たは差の平均値を設計値に加算した値を用いる。あるいは、評価
点を中心とする1m2以内の実計測点の平均値を用いることもでき
る。

 1m2毎の平面等間隔箇所の標高値の内
挿補完方法を規定

グリッドﾃﾞｰﾀ化に関する規定

100㎝2当たり1点以上計測されること

1m2毎に100点以上計測点がある状況で、標高値は
平均または設計との差の最頻値（1㎜刻みのヒストグ
ラムを書いたときの最頻値）により内挿補完

１１－１．出来形計測 （TLSによる起工測量の場合）



・ＴＬＳによる計測では、対象物とＴＬＳの位置関係により計測精度に違いが生じるため、精度の
高い計測結果を得るためには精度の低下要因となる計測条件を可能な限り排除する計測計画
が重要。

１１－１．出来形計測 （TLSによる起工測量の場合）

出来形計測の留意点

49

◆ ＴＬＳの設置
・ １回の計測で不可視となる範囲がある場合は、不可視箇所等を補間できる計測位置を選定する。
・ ＴＬＳと被計測対象の位置関係は、被計測対象となる範囲の全てが精度確認試験で確認した最大距離以内とな

る範囲を設定する。
・ １ 回の計測で精度確認試験以上となる範囲がある場合は、設置箇所を複数回に分けて実施する。
・ 出来形計測点を効率的に取得できる位置にＴＬＳを設置する。
・ ＴＬＳは、急傾斜地や軟弱地を避け、振動のない地盤上に設置する。
・ 最大観測距離で点群密度を（１ 点／１００㎝２）以上になるように器機の条件をセットする。

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

実証実験結果では・・・
２００ｍで入射角が１０度の場合、水平精度
±２０㎜、高さでは±５０㎜程度の精度
の低下が見られる。

⇒ 入射角が小さくなる場合は、ＬＳの
設置位置を高くする、ＬＳの位置を
変更するなどの配慮が必要です。



１１－１．出来形計測 （TLSによる起工測量の場合）

出来形計測の留意点
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◆ 標定点の設置・計測
・ 標定点を用いてＴＬＳによる計測結果を３次元座標へ変換、あるいは複数回の計測結果を標定点を用いて合成

する場合は、標定点を設置する。
・ 標定点はＴＬＳによる出来形計測中は動かないように固定すること。
・ 標定点は、計測対象箇所の最外周部に４箇所以上配置する。
・ 標定点は、工事基準点からＴＳを用いて計測を実施し、ＴＳから基準点及び標定点までの距離が１００ｍ以下（３

級ＴＳの場合）あるいは１５０ｍ以下（２級ＴＳの場合）とする。
・ ただし、ＴＬＳ本体にＴＳと同様にターゲット計測による後方交会法による位置決め機能を有している場合は、標定

点を設置せず計測してもよいが、ターゲットは工事基準点あるいは基準点上に設置すること。

ＴＬＳと標定点の配置例 TSを使った後方交会法による位置決めの例



◆ ＴＬＳ計測の実施
・ 出来形計測は、計測対象範囲内で１００㎝２（１０㎝×１０㎝メッシュ）あたり１点以上の計測点が得られる設

定で計測を行う。また、１回の計測距離は、精度確認の距離範囲内とする。
・ 出来形計測を行う場合は、ＴＬＳと計測対象範囲の位置関係を事前に確認し、計測範囲の最大距離の箇所で設

定を行う。
・ ＴＬＳの計測では、計測対象範囲に作業員や仮設構造物、建設機械などが配置されている場合は、地形面の

データが取得できないため、可能な限り出来形の計測面が露出している状況での計測を行う。
・ 次のような条件では適正な計測が行えないので十分な注意が必要。

・雨や霧、雪などレーザーが乱反射してしまう様な気象
・計測対象範囲とレーザー光の入射角が極端に低下する場合
・強風などで土埃などが大量に舞っている場合
・ＴＬＳ計測で利用するレーザークラスに応じた使用上の対策を講じるとともに、安全性に十分考慮すること。

１１－１．出来形計測 （TLSによる起工測量の場合）

出来形計測の留意点

51



・ ＴＬＳによる出来形管理における出来形計測箇所は、下図に示すとおり。
・ 計測範囲は、３次元設計データに記述されている管理断面の始点から終点とし、全ての範囲で

１０㎝メッシュに１点以上の出来形座標値を取得する。
・ 計測は、起工測量から表層までを対象とし、起工測量と表層面はＴＬＳによる管理を必須とする。
・ なお、表層を管理するための基層面の計測手法としてＴＳによる出来形管理を選択することが

できるが、その場合は、それ以下の各層もＴＳによる出来形管理を選択する必要がある。

出来形計測箇所

１１－１．出来形計測 （TLSによる起工測量の場合）

出来形計測箇所

ＴＬＳとＴＳを組み合わせた出来形管理例

52
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◆前頁右図のとおり、ＴＬＳによる出来形管理を行う場合は、管理対象面の全ての範囲で３次元座標値を取得し、
出来形計測データを作成する。

・ 厚さに代えて標高較差で管理する場合
標高較差で管理を行う場合は、直下層の目標高さに直下層の標高較差の平均値、設計厚さを加えた管理対象面

の目標高さを設定し、この高さと計測高さの標高較差で管理を行う。
・ 厚さの管理を行う場合

厚さの管理を行う場合は、直下層の計測高さと管理対象面の高さの較差による厚さで管理を行う。
この場合、各層の出来形評価点の平面位置は揃えること。

出来形計測箇所

１１－１．出来形計測 （TLSによる起工測量の場合）

標高較差とは？
標高較差は、直下層の目標高さ（下図①）＋直下層の
標高較差平均値（下図②）＋設計厚さから求まる高さ
（下図③）との差

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

下層路盤

上層路盤

基層
表層

上層路盤
設計厚さ

下層路盤
設計基準高
＝目標高さ

（①）

目標高さとの
標高較差②
（平均値）

当該目標高さ③
＝下層の目標高さ＋下層の目標高さとの

標高較差の平均値＋当該層の設計厚さ



厚さの目標高さへの代替 ２－５ 出来形帳票作成ソフトウェア
【解説】
（中略）
1）出来形管理基準上の管理項目の計算結果の出力
①３次元設計データから管理を行うべき各層の範囲を抽出する。
②各層毎に厚さあるいは標高較差（標高較差は、直下層の目標高
さ（下図①）＋直下層の標高較差平均値（下図②）＋設計厚さから
求まる高さ（下図③）との差）を計算し、平均値、最大値、最小値、
データ数、評価面積及び棄却点数を出力する。標高較差は、平面
座標が同じ位置の目標高さの差分として算出する。

 厚さ管理の代わりに目標高さ（その都度定める基
準高）との標高較差で管理することで、厚さ計測に
必要な底部の面計測をTS等に代替できる。

 目標高さ（下図③）は、計測対象面の高さであり、
その目標高さとＴＳによる出来形計測の標高値を
比較し、標高較差を算出する。

80m毎に幅を計測

上層路盤

STEP１ STEP２

200mに１箇所以上
任意の位置

幅の計測値を使っても
よい

上層路盤

基層目標高さ

STEP３

下層をTSで管理する場合

上層路盤

80m毎に
幅計測

200m毎の

任意箇所で
高さ管理

•厚さの管理に代え目標高さで管理
•次に目標高さとの標高較差の平均算出

(※) 詳細はTSを用いた出来形管理（舗装工事編）

上層路盤

基層目標高さ

54

１１－１．出来形計測



・出来形管理基準及び規格値に示される「個々の計測値」は、すべての測定値が規格値を満足しなくてはならない。本管理
要領におけるすべての測定値が規格値を満足するとは、出来形評価用データのうち、99.7％が「個々の計測値」の規格値
を満たすものをいう。

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ
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□出来形管理基準及び規格値

・面管理により格段に計測点数が増えるのに伴い、検査基準を改定

従来手法

測点間隔
８０ｍ毎

工種

計測
箇所

個々の
測定値

10個平均

測定間隔 計測手法
単位
[mm]

中規
模

小規模
中規
模

小規
模

表層

厚さ -7 -9 -2 -3 1000 m2毎 コア採取

幅 -25 -25 80 m毎 テープ

平坦性
σ2.4以下
σ1.75以下
（直読式）

1.5 m毎
3mプロフィル
メーター等

１１－１．出来形計測

出来形管理基準及び規格値の留意点
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工種

計測
箇所

個々の
測定値

全点平均 計測密
度およ
び測定
間隔

計測
手法

備考
単位
[mm]

中規
模

小規
模

中規
模

小規模
以下

表層

厚さあ
るいは
標高較
差

-17 -20 -2 -31点/m2
以上

ＬＳ

・標高較差は、直下層の目標高さ＋直下
層の標高較差平均値＋設計厚さから求
まる高さとのの差
・個々の計測値の規格値には計測精度
として±4mmが含まれている

平坦性 2.4以下 1.5m毎 3mプロフィルメーター等

基層

厚さあ
るいは
標高較

差

-20 -25 -3 -41点/m2
以上

ＬＳ

・標高較差は、直下層の目標高さ＋直下
層の標高較差平均値＋設計厚さから求
まる高さとのの差
・個々の計測値の規格値には計測精度
として±4mmが含まれている

上層
路盤

厚さあ
るいは
標高較

差

-54 -63 -8 -101点/m2
以上

ＬＳ

・標高較差は、直下層の目標高さ＋直下
層の標高較差平均値＋設計厚さから求
まる高さとのの差
・個々の計測値の規格値には計測精度
として±10mmが含まれている

下層
路盤

厚さあ
るいは
標高較

差

±90

-15
以上

40
以下

-15
以上

50
以下

1点/m2
以上

ＬＳ
・個々の計測値の規格値には計測精度
として±10mmが含まれている。

 全数管理を前提とした個々の測定値の規格値を設定。幅員の管理を省略

・個々の測定値に対する規格値は、99.7％が規格値に入ればよいものとする。

出来形管理基準及び規格値

 面管理を実施する場合、隣接構造物と高さが連
続し、境界が明瞭で無い場合を除き、幅の管理
は省略できる。

厚さの規格値は設計
厚さに対して十分小さ
いので、設計幅に対
する不足は必ず厚さ
不足として現れる。

 隣接構造物が高さが連続している場合は、TSを
用いた出来形管理要領（舗装工事編）に基づき
幅員を計測する。

構造物があると、設計幅
に対する不足があっても
厚さ不足として現れない

１１－１．出来形計測



ＴＬＳ出来形管理を実施する場合、従来と比較して、以下の点が異なります。
①撮影頻度の変更
②黒板への記載項目の軽減

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

１１－２．出来形管理写真の撮影

出来形管理写真（例）

① 工事名
② 工種等
③ 出来形計測範囲

（始点側測点～終点側測点・左右の範囲）

黒板への記載項目

57

黒板(記載ｲﾒｰｼﾞ)

ＴＬＳ

出来形写真管理基準の留意点

出来形管理写真撮影箇所一覧表

・ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装工（下層路盤工） etc
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厚さの評価は、施工前後の標高の比較で算出

 レーザースキャナーの点群データを自動処理することで効率的な出来形管理を実現

ICT舗装工における出来形管理の概要

 ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅで各層の施工前後に計測

1m2

1m2

５－１ 出来形管理資料の作成

【解説】（抜粋）
１）出来型管理図表
ａ．標高較差または厚さ

標高較差については各評価点における目標高さと出来形評価用デ
ータの標高較差、厚さについては下の層（下層路盤の厚さを評価する
場合は路床）との標高較差により出来形の良否判定を行う。

受注者は、３次元設計データと出来形評価用データを用いて、本管
理要領で定める以下の出来形管理資料を作成する。作成した出来
形管理資料は監督職員に提出すること。 （略）

 出来形管理ソフトウェアによる自動評価

1m2

1m2

２－５ 出来形帳票作成ソフトウェア

（略）出来形帳票作成ソフトウェアは、取得した出来形評価用データ
と３次元設計データの面データとの離れを算出し、出来形管理基準
上の管理項目の計算結果（標高較差の平均値等）と出来形の良否
の評価結果、及び設計形状の比較による出来形の良否判定が可能
な出来形分布図を出力する機能を有していなければならない。

１１－３．出来形管理帳票の作成



１１－３．出来形管理帳票の作成

59

作成帳票例（出来形管理図表）

・平均値
・最大値
・最小値
・データ数
・評価面積
・棄却点数

を表形式
で整理

出来形管理帳票の作成時の留意点

 ３次元設計面と出来形評価用データの各ポイントとの離れ（標高較差あるいは水平較差）により出
来形の良否判定を行います。

 出来形管理基準上の管理項目の計算結果と出来形の良否の評価結果、及び設計面と出来形評価
用データの各ポイントの離れを評価範囲の平面上にプロットした分布図にて明示します。

・離れの計算結果の
規格値に対する割
合を示すヒートマッ
プとして
-100%～+100%の
範囲で結果を色分
け。

・±50%の前後、
±80%の前後が区
別できるように別の
色で明示。

・データのポイント毎
に結果をプロット。

規格値の50%以内に収まっている計測点の個数、規格値の80%以
内に収まっている計測点の個数を明示することが望ましい。



・数量計算方法については、監督職員と協議を行います。
※標準とする体積算出方法は

① 点高法、② ＴＩＮ分割等を用いた求積、③ プリズモイダル法

ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

１１－４．出来形数量の算出

60

出来形計測と同位置において、施工前あるいは事前の地形データがＴＬＳ等で計測されており、契約
条件として認められている場合は、ＴＬＳによる出来形計測結果を用いて出来形数量の算出を行うこと
ができます。

受注者は、ＴＬＳによる計測点群データを基に平均断面法または、３次元ＣＡＤソフトウェア等を用いた
方式により数量算出を行うことができます。

不陸整正に用いる補修材の平均厚さ及び路盤工の平均厚さを３次元設計データまたは３次元計測
データにより算出する場合は、以下を標準とする。

平均厚さ＝体積／面積

体積の計算方法については、監督職員と協議を行うこととし、３次元設計データや出来形計測データ
等の面データから３次元ＣＡＤソフトウェア等を用いた方式による以下の方式によることを標準とする。

平均厚さの数量算出イメージ（点高法による）



 舗装工の面的数量算出に対応

 ただし起工測量の面的な凹凸を数量に反
映する必要があるのは下層路盤と不陸整
正のみ

１章 舗装工
１．１ 不陸整正
１．～２．（略）
３．区分
（２）路床面又は路盤面の３次元計測データ並びに３次元設計デー
タ若しくは不陸整正の３次元計測データがある場合における補修材
の平均厚さの算出は、以下のとおりとする。
（以下は、１．２路盤工と同様）

１．２．路盤工
１．～２． （略）
３．区分
（４）路床面又は路盤面の３次元計測データ並びに路盤面の３次元
設計データがある場合における路盤の平均厚さの算出は、以下の
とおりとする。

平均厚さ＝体積/面積
体積については、３次元CADソフト等を用いた場合、以下の方式に
よることを標準とする。
３次元CADソフト等を用いたa)～c)の方式

数量算出に用いる３次元点群座標データは、５０ｃｍ間隔以下の
点密度とする。ただし、植生等により測定した点が正しく地表を捉え
られず、標準の点密度の取得が困難な場合には、この限りでない。

a)～c)はICT土工と同じ算出方式につき(略）

上層路盤
基層
表層

下層路盤

路床

積算上の「平均
厚さ」＝設計厚さ

• 積算上の「平均厚さ」＝体積/面積

 体積を出す手法については、ＩＣＴ土工でも
採用されている以下のとおり

61

A h1

h2

h3

h4

a)点高法
b) ＴＩＮ分割等を用いて求積する方法

c) プリズモイダル法

１１－４．出来形数量の算出



１２．完成段階
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 電子成果品の作成の実施内容と解説事項

 受注者は、ＴＬＳ等の３次元計測技術による出来形管理では、出来形管理や数量算出の結果等の工事書類（
電子成果品）を、「工事完成図書の電子納品等要領」を参考として「ＩＣＯＮ」フォルダに格納して提出します。監
督職員はその内容を確認します。

 受注者は、アンケート調査票を作成し、提出します。監督職員はその内容を確認し、取りまとめ担当に提出しま
す。

フロー 受注者の実務内容 監督職員の実務内容

・電子成果品の作成 ・電子成果品の受理・確認

・アンケート調査票の作成 ・アンケート調査票の受理・確認

電子成果品の作成

アンケート調査票の作成



・格納するファイル名は、いずれの３次元計測技術による出来形管理資料が特定できるように記入します。
・トレーサビリティ確保のため、３次元出来形管理の全データを提出するものとします。ﾜﾝﾎﾟｲﾝﾄ

１２－１．電子成果品の作成

63

電子成果品の作成・提出時の留意点

電子成果品として、以下のデータを「ICON」フォルダに格納・提出します。

ＴＬＳの場合 ①３次元設計データ

②出来形管理資料

③LSによる出来形評価用データ

④LSによる出来形計測データ

⑤LSによる計測点群データ

⑥工事基準点および標定点データ

ファイル命名規則（ＴＬＳの場合）

☆ポイント
『 ＩCON 』フォ
ルダを追加する
。

＜参考＞



１２－２．アンケート調査票

 受注者は、利用したICT活用技術により施工した結

果のアンケート調査票を提出します。（調査票によっ
ては、工事完成後の提出になることもあります。）

 監督職員はその内容を確認し、調査票を土木部技
術管理課へ提出（Ｅｘｃｅｌ版）します。
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アンケート調査票の提出
アンケート調査のイメージ



１３．検査

65

 検査時の実施内容と解説事項

フロー 受注者の実務内容 検査職員の実務内容

・ICT活用工事に係わる書面検査
・出来形計測に係わる書面検査

・ICT活用工事に係わる書面検査
・出来形計測に係わる書面検査

・出来形計測に係わる実地検査 ・出来形計測に係わる実地検査

フロー 受注者の実務内容 監督職員・検査職員の実務内容

・工事成績評定

実地検査

 検査職員は、書面検査時には、パソコンを使って、納品された電子成
果品を確認します。

 検査職員は、実地検査時には、現地に出向き設計値と実測値を計測
して確認します。

 検査終了後、監督職員及び検査職員により工事成績評定においての
ICT活用について評価を行います。

書面検査

☆ポイント
電子で検査します。



１３－１．書面検査
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書面検査時の検査職員の確認内容の概要

 ＴＬＳ等の３次元計測技術を用いた出来形管理に係わる施工計画書の記載内容

施工計画書に記載された出来形管理方法について、監督職員が実施した「施工計画書の受理・記載
事項の確認結果」を工事打合せ簿で確認します。

 設計図書の３次元化に係わる確認

設計図書の３次元化の実施について、工事打合せ簿で確認します。

 ＴＬＳ等の３次元計測技術を用いた出来形管理に係わる工事基準点等の測量結果等

出来形管理に利用する工事基準点や標定点について、受注者から測量結果が提出されていることを、
工事打合せ簿で確認します。

 ３次元設計データチェックシートの確認

３次元設計データが設計図書を基に正しく作成されていることを受注者が確認した「３次元設計データ
チェックシート」が、提出されていることを工事打合せ簿で確認します。

 ＴＬＳ等の３次元計測技術を用いた出来形管理に係わる精度確認試験結果報告書の確認

ＴＬＳ等の３次元計測技術を用いた出来形計測が適正な計測精度を満たしているかについて、受注者
が確認した「精度確認試験結果報告書」が、提出されていることを工事打合せ簿で確認します。



１３－１．書面検査
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書面検査時の検査職員の出来形管理の確認内容の概要

 ＴＬＳ等の３次元計測技術を用いた出来形管理に係わる「出来形管理図表」の確認

出来形管理図表について、出来形管理基準に定められた測定項目、測定頻度並びに規格値を満足している
か否かを確認します。

バラツキについては、各測定値の設計との離れの規格値に対する割合をプロットした分布図の凡例に従い判
定します。

具体には分布図及び計測点の個数から判断してください。

また、８０％または５０％以内のデータ数が、８割以上か否かで判定してください。

出来形管理図表 作成例 （合格の場合） 出来形管理図表 作成例 （異常値有の場合）

（※）出来形管理要領によれば、分布図が具備すべき情報としては、以下のとおりとする。
・離れの計算結果の規格値に対する割合示すヒートマップとして－100％～＋100％の範囲で出来形評価用データのポイント毎に結果示す色をプロットするとともに，色の凡例を明示
・±50％の前後、±80％の前後が区別できるように別の色で明示
・規格値の範囲外については、－100％～＋100％の範囲とは別の色で明示
・発注者の求めに応じて規格値の50％以内に収まっている計測点の個数、規格値の80％以内に収まっている計測点の個数について図中の任意の箇所に明示できることが望ましい。
・規格値が正負いずれかしか設定されていない工種についても、正負を逆転した側にも規格値が存在するものとして表示することが望ましい。
とされている。



１３－１．書面検査
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書面検査時の検査職員の確認内容の概要

 品質管理及び出来形管理写真の確認

「品質管理及び出来形管理写真基準」に基づいて撮影されていることを確認します。

 電子成果品の確認

出来形管理や数量算出の結果等の工事書類（電子成果品）が、「ICON」フォルダに格納されていることを確認
します。

 アンケート調査票の確認

アンケート調査票が、提出されていることを工事打合せ簿で確認します。

地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰによる出来形管理の場合

ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝ（ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式）による出来形管理の場合 地上移動体搭載型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰによる出来形管理の場合
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実地検査時の検査職員の出来形管理の確認内容の概要

・ 検査職員は、施工管理データが搭載された出来形管理用ＴＳ等を用いて、現地で自らが指定した箇所の出来形
計測を行い、３次元設計データの目標高さと実測値との標高差あるいは、設計厚さと実測厚さとの差が規格値内で
あるかを検査します。（ただし、出来形帳票作成ソフトウェアの機能要求仕様書が配出され、計測データの改ざん防
止や信憑性の確認可能なソフトウェアが現場導入されるまで期間とする）。

・ 検査頻度は以下のとおり。（ここでいう断面とは厳格に管理断面を指すものではなく、概ね同一断面上の数か所
の標高を計測することを想定している。）ＴＳ等を用いた実測値の計測は、１回の計測結果あるいは、複数回の計測
結果を用いて算出してもよい。

・ 出来形管理基準及び規格値に示す基準を適用できない場合は、「土木工事施工管理基準（案）」に示される出来
形管理基準及び規格値によることができる。

工種 計測箇所 確認項目 検査密度

舗装工 検査職員の指定する任意の箇所 基準高、厚さ、または標高較差（3
次元ﾓﾃﾞﾙによる場合）

1工事1断面
（3次元ﾓﾃﾞﾙによる
場合）

工種 計測箇所 確認項目 検査密度

路盤工 検査職員の指定する任意の箇所 基準高、厚さ、または標高較差（3
次元ﾓﾃﾞﾙによる場合）

1工事1断面
（3次元ﾓﾃﾞﾙによる
場合）
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実地検査時の検査職員の出来形管理の確認手順の例

書面検査時

検査職員は、受注者に電子納品物から出来形管理データを表示してもらい、自らが指定した任意箇所の３次元設
データの設計面の位置（ｘ．ｙ）並びに標高（ｚ）、受注者が計測した出来形管理値の計測結果をメモします。

（場合によっては確認
手順が逆とする場合も
あります）

実地検査時

検査職員は、現地ではＴＳやＧＮＳＳローバーの誘導機能を使用して、自らが指定した箇所の出来形計測を行い、
３次元設データの設計面と実測値との標高差が規格値内であるかを検査します。（誘導機能が無いＴＳの場合は、
書面検査時に先行して受注者に任意箇所探索を依頼し、現地で検査）
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TS出来形管理用の基本設計
データの作成は必要ありません。

【参考】LandXML形式の3次元設計データを読み込むことが可能な機種もあります。受注者の準備する検査機器が対応して
いる場合は、現場端末で設計との標高較差を確認すること が容易に出来ます。

３級ＴＳでの後方交会法による位置座標の検索イメージ

検索

ターゲット

L1≦100m

ＧＮＳＳローバー

ＴＳ
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出来形管理用ＴＳを用いた実地検査の内容の概要

TSによる出来形計測の任意断面メージ

任意管理断面
（3次元設計データあり）

3次元設計データイメージ

任意計測断面の
設計値を自動算
出

任意管理断面

ΔH

NO.2＋15.312

任意点での高さの差が確認できる機能
①計測箇所の断面位置
②計測箇所における設計高さとの差

任意点の出来形管理

工事基準点

工事基準点
①．書面検査時に、任意の断面から平場或いは天端

の数点の「位置座標（Ｘ、Ｙ）」と３次元設計データの
設計面及び出来形管理の「標高（Ｚ）」を確認。

なお、ＴＳの場合は、器械位置算出のため、近接
する工事基準点が必要であるため、監督職員は工
事基準点を検査終了時まで使用できる状態にして
おくよう、受注者と調整。

②．実地検査で、①で確認した位置座標を・ＴＳのター
ゲット動かすことで探索。

③．①で確認した位置座標付近で標高を確認。（管理
は１ｍメッシュに１点）

④．確認した設計面の標高と比較して、標高差が規格
値内か確認。

⑤．数点②から繰り返し確認。
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GNSSローバーを用いた実地検査の内容の概要

GNSSローバーによる出来形計測の任意断面メージ

任意管理断面
（3次元設計データあり）

3次元設計データイメージ

任意計測断面の
設計値を自動算出

任意管理断面

ΔH

NO.2＋15.312

任意点での高さの差が確認できる機能
①計測箇所の断面位置
②計測箇所における設計高さとの差

任意点の出来形管理

工事基準点

工事基準点

（基準局）

①．書面検査時に、任意の断面から平場或いは天端の数
点の「位置座標（Ｘ、Ｙ）」と３次元設計データの設計面及
び出来形管理の「標高（Ｚ）」を確認。

なお、ＧＮＳＳ（固定局方式）の場合は、器械位置算出
のため、近接する工事基準点が必要であるため、監督
職員は工事基準点を検査終了時まで使用できる状態に
しておくよう、受注者と調整（ＶＲＳ方式の場合は不要。） 。

②．実地検査で、①で確認した位置座標をＧＮＳＳ動かす
ことで探索。

③．①で確認した位置座標で標高を確認。（管理は１ｍメッ
シュに１点）

④．確認した設計面の標高と比較して、標高差が規格値内
か確認。

⑤．数点②から繰り返し確認。

※「ＶＲＳ方式」とは、ＶＲＳデータセンターとデータ通信することで、移動局単体
で観測できるＧＮＳＳローバーのことで、「ネットワーク型」ともいう。
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ＧＮＳＳローバーを工事検査で利用する際の留意事項

１３－２．実地検査

RTK法又はネットワーク型RTK法を使用する場合には、公共測量の「作業規程の準則」第４編第２章
の路線測量（線形決定又は横断測量）に定める方法を準用し、〇FIX解※が安定して得られることを確
認します。

また、次のような場合には、できる限り使用を避けてください。
〇森林の中の道路、ダム擁壁の近傍、谷底など、十分な上空視界が確保できない場合
〇FIX解が安定して得られない場合

さらに、次のような環境では、使用しないでください。
〇FIX解が得られない場合

なお、使用衛星については、GPSに加えてGLONASS、準天頂衛星も使用することが望ましいとされて
います。

※「FIX解」とは、位置が一定の信頼度で求まっている解のこと。
これが安定的に得られている場合、求められた位置がより確からしいものであると考えてよいとなっ

ています。
なお、このほかにFLOAT解がありますがが、これは暫定的な解でFIX解と比べて信頼度が劣るため、

ここでは用いていません。
FIX解が得られているかどうかは、受信機に明示されます。
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１３－３．工事成績評定

工事成績評定要領の運用についての改定箇所
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工事成績評定要領の運用における出来形のばらつきについての判定方法

・ヒートマップにおいて、±50％以内、±80％以内
の色区別により判定も可能であるが、原則、規格
値の50％以内の計測点数、規格値の80％以内
の計測点数とデータ数による割合で判定するも
のとする。

割合示すヒートマップと凡例

規格値上限

規格値下限

設計値

80
%

50
%

50
%

80
%

9割

8割

ばらつきが50%以内
に収まる点数の割合

＝6400/8000=8割

3
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 ＩＣＴ活用施工を実施した場合、創意工夫における【施工関係】「16.ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した情報化施工
を取り入れた工事」において評価するものとする（２点加点）。

 ＩＣＴ活用施工を取り止めた工事については、加点対象としない。

※ＩＣＴ活用工事(舗装工)(島根県版)を実施しない場合であっても、情報化施工技術の活用については従来より加
点対象としているところであり、今後も活用を促進する。

ＩＣＴ活用工事（舗装工）（島根県版）を実施した場合の評定内容の概要


